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宮崎県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第16号

宮崎県財務規則の一部を改正する規則

宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（予算執行の伺い及び合議等）

第54条 ［略］

２ 部局において次に掲げる経費に係る予算執行伺又は債務負担行

為をするときは、財政課長に合議しなければならない。ただし、

第３号から第５号まで及び第７号に掲げる経費のうち宮崎県事務

決裁規程（昭和40年訓令第１号）に定める課長の専決すべきもの

に係る予算執行伺については、この限りでない。

（１）～（３） ［略］

（予算執行の伺い及び合議等）

第54条 ［略］

２ 部局において次に掲げる経費に係る予算執行伺又は債務負担行

為をするときは、財政課長に合議しなければならない。ただし、

第３号から第５号まで及び第７号に掲げる経費のうち宮崎県事務

決裁規程（昭和40年訓令第１号）に定める課長の専決すべきもの

に係る予算執行伺については、この限りでない。

（１）～（３） ［略］
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（４） 使用料及び賃借料（会場借上料、自動車駐車料、道路使用

料、日本放送協会受信料及び自動更新された事務用機器の賃貸

借契約に係るものを除く。）

（５）～（13） ［略］

３～５ ［略］

（請求書による原則）

第60条 経費の支出は、債権者の請求書の提出を受けてしなければ

ならない。ただし、次の各号に掲げるもの及び経費の性質により

請求書を提出させることが適当でないと認められるものについて

は、これによらないことができる。

（１）～（13） ［略］

（14） 次条第３号、第４号、第８号、第９号、第12号、第15号及

び第16号に規定する資金前渡に係る経費

（15）・（16） ［略］

（資金前渡のできる経費の指定）

第61条 令第 161条第１項第17号の規定により資金の前渡ができる

経費は、次のとおりとする。

（１）～（15） ［略］

（16） 特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）第２条

第５項に規定する特定家庭用機器廃棄物の引渡しに要する経費

（契約保証金）

第 101条 ［略］

２ 前項の契約保証金は、次の各号の一に該当すると認められると

きは、その全部又は一部の納付を免除することができる。

（１）～（４） ［略］

（５） 普通財産又は物品を売り払う契約を締結する場合において

、売払代金が即納されるとき。

（６）～（８） ［略］

（履行遅滞）

第 108条 ［略］

２ 前項本文の規定により徴収する損害金の額は、未済部分の契約

代金の額に対し、遅延日数に応じ、年 2．9パーセントの割合（こ

の場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間について
じゅん

も、 365日当たりの割合とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（履行期限の延長の手続等）

第 180条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 2．9パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日
じゅん

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

別表第３（第７条関係）

（４） 使用料及び賃借料（会場借上料、自動車駐車料、道路使用

料、日本放送協会受信料、宮崎県自動車等管理要綱（平成19年

10月１日定め）第14条に規定する営業用自動車の借上料及び自

動更新された事務用機器の賃貸借契約に係るものを除く。）

（５）～（13） ［略］

３～５ ［略］

（請求書による原則）

第60条 経費の支出は、債権者の請求書の提出を受けてしなければ

ならない。ただし、次の各号に掲げるもの及び経費の性質により

請求書を提出させることが適当でないと認められるものについて

は、これによらないことができる。

（１）～（13） ［略］

（14） 次条第３号、第４号、第８号、第９号、第12号及び第15号

に規定する資金前渡に係る経費

（15）・（16） ［略］

（資金前渡のできる経費の指定）

第61条 令第 161条第１項第17号の規定により資金の前渡ができる

経費は、次のとおりとする。

（１）～（15） ［略］

（契約保証金）

第 101条 ［略］

２ 前項の契約保証金は、次の各号の一に該当すると認められると

きは、その全部又は一部の納付を免除することができる。

（１）～（４） ［略］

（５） 物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が

即納されるとき。

（６）～（８） ［略］

（履行遅滞）

第 108条 ［略］

２ 前項本文の規定により徴収する損害金の額は、未済部分の契約

代金の額に対し、遅延日数に応じ、年 3．0パーセントの割合（こ

の場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間について
じゅん

も、 365日当たりの割合とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（履行期限の延長の手続等）

第 180条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 3．0パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日
じゅん

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

別表第３（第７条関係）

［略］本庁会計課の

出納員 ［略］医療薬務課の

金銭分任出納

員

母子福祉資金償還金及び寡婦こども家庭課

［略］本庁会計課の

出納員 ［略］医療薬務課の

金銭分任出納

員

児童扶養手当の過払等に係る

返還金の収納に関すること。

こども政策課

の金銭分任出

納員

母子福祉資金償還金及び寡婦こども家庭課



宮 崎 県 公 報 平成 26年 ３ 月 31日（月曜日） 第 2577号

害 3害

別表第10（第 152条の２関係）別表第10（第 152条の２関係）

福祉資金償還金並びに児童扶

養手当の過払等に係る返還金

の収納に関すること。

の金銭分任出

納員

［略］

１ ［略］

２ 県営住宅の家賃及び入居

敷金の収納に関すること。

建築住宅課の

金銭分任出納

員

［略］

［略］

水産試験場生物利用部小林分

場に属する生産物又は不用品

の売払代金の収納に関するこ

と。

水産試験場生

物利用部小林

分場の金銭分

任出納員

水産試験場の

出納員

［略］

福祉資金償還金の収納に関す

ること。

の金銭分任出

納員

［略］

１ ［略］

２ 県営住宅の家賃、駐車場

の使用料、入居敷金その他

県営住宅に係る徴収金の収

納に関すること。

建築住宅課の

金銭分任出納

員

［略］

［略］

水産試験場内水面支場に属す

る生産物又は不用品の売払代

金の収納に関すること。

水産試験場内

水面支場の金

銭分任出納員

水産試験場の

出納員

［略］

物品取扱者を置く出先機関等名主管の部局又はかい名

［略］

生物利用部小林分場水産試験場

［略］

物品取扱者を置く出先機関等名主管の部局又はかい名

［略］

内水面支場水産試験場

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第17号

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則（平成17年宮崎県規則第42号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（特定事業者）

第９条 条例第６条第１項の規則で定める者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。

（１） 県内に工場又は事業場を設置している者であって、県内に

設置している全ての工場又は事業場における前年度（年度は、

４月１日から翌年３月31日までをいう。以下同じ。）の原油換

算エネルギー使用量（当該年度において使用した燃料の量並び

に当該年度において他人から供給された熱及び電気の量をエネ

ルギーの使用の合理化等に関する法律施行規則（昭和54年通商

産業省令第74号）第４条各項に定めるところにより原油の数量

に換算した量を合算した量をいう。以下同じ。）を合算した量

が 1，500キロリットル以上であるもの

（２） 連鎖化事業者（エネルギーの使用の合理化等に関する法律

（昭和54年法律第49号）第19条第１項に規定する連鎖化事業者

をいう。以下同じ。）であって、当該連鎖化事業者が県内に設

置している全ての工場又は事業場及び当該連鎖化事業者が行う

連鎖化事業（同項に規定する連鎖化事業をいう。以下同じ。）

に加盟する者が県内に設置している当該連鎖化事業に係る全て

の工場又は事業場における前年度の原油換算エネルギー使用量

を合算した量が 1，500キロリットル以上であるもの

（３）・（４） ［略］

（特定事業者）

第９条 条例第６条第１項の規則で定める者は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。

（１） 県内に工場又は事業場を設置している者であって、県内に

設置している全ての工場又は事業場における前年度（年度は、

４月１日から翌年３月31日までをいう。以下同じ。）の原油換

算エネルギー使用量（当該年度において使用した燃料の量並び

に当該年度において他人から供給された熱及び電気の量をエネ

ルギーの使用の合理化に関する法律施行規則（昭和54年通商産

業省令第74号）第４条各項に定めるところにより原油の数量に

換算した量を合算した量をいう。以下同じ。）を合算した量が

1，500キロリットル以上であるもの

（２） 連鎖化事業者（エネルギーの使用の合理化に関する法律（

昭和54年法律第49号）第19条第１項に規定する連鎖化事業者を

いう。以下同じ。）であって、当該連鎖化事業者が県内に設置

している全ての工場又は事業場及び当該連鎖化事業者が行う連

鎖化事業（同項に規定する連鎖化事業をいう。以下同じ。）に

加盟する者が県内に設置している当該連鎖化事業に係る全ての

工場又は事業場における前年度の原油換算エネルギー使用量を

合算した量が 1，500キロリットル以上であるもの

（３）・（４） ［略］
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別記

様式第１号（第10条、第11条、第13条の３関係）

［略］

備考 １ 「基準年度」は、原則として計画書を提出する年度の

前年度とすること。ただし、提出者が別に基準となる年

度を定めている場合は、当該年度を基準年度とすること

ができる。

２ 提出者の計画が温室効果ガス排出量削減に向けた取組

であるにもかかわらず、事業拡大等の理由により温室効

果ガス排出量が増加する見込みである場合は、原単位に

よる目標を設定することができる。この場合、「原単位

の排出量」とは、「総排出量」を当該年度の生産数量、

建物延床面積その他の温室効果ガス排出量と密接な関係

を持つ値で除して算出した値とし、併せて「原単位の考

え方」についても記入すること。

様式第２号（第13条、第13条の３関係）

［略］

備考 １ 計画書において原単位による目標を設定した場合は、

「①総排出量」に加え「②原単位排出量」を記入すると

ともに、「増減率（基準年度比）」には原単位の値を記

入すること。

２ 「温室効果ガス排出の状況等」を算定する際に用いる

電力事業者等から供給された電気の使用に伴う二酸化炭

素の排出係数（以下「係数」という。）は、実態に即し

た係数を把握できる場合を除き、毎年度国が公表する係

数を用いること。なお、提出者が温室効果ガス排出削減

に向けた取組を実施しているにもかかわらず、係数が増

加したことに伴い温室効果ガス排出量が増加する場合は

、基準年度に使用した係数を用いて算定した排出量を括

弧書により二段書することができる。

別記

様式第１号（第10条、第11条、第13条の３関係）

［略］

様式第２号（第13条、第13条の３関係）

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

告告 示示

宮崎県告示第 216号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林の所在場所 日南市大字風田字柿ノ木ヶ迫1885

、1888

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字柿ノ木ヶ迫1885・1888（以上２筆について次の図に示す

部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 217号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林の所在場所 串間市大字都井字黒井 932・ 943

（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）、 932－２

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。
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（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に串間市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 218号

保安林の指定施業要件を変更する件（平成25年農林水産省告示第

2827号）に係る保安林の所有者のうち、次の者については、所在が

不分明なため、森林法（昭和26年法律第 249号）第 189条の規定に

より、保安林の指定施業要件の変更の通知の内容を、当該保安林の

属する町の町役場に掲示するとともに、その要旨を告示する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 掲示場所及び所在が不分明な者の氏名

新富町役場

萱島ミツ

木城町役場

甲斐幸江

川南町役場

吉田商店

都農町役場

野津手行男

２ 通知の要旨

茨 農林水産大臣から保安林の指定施業要件を変更する旨の通知

があったこと。

芋 変更に係る保安林の所在場所及び変更後の指定施業要件につ

いては平成25年農林水産省告示第2827号によること。

宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 219号

宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示

宮崎県工事請負契約約款（平成８年宮崎県告示第 515号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（前金払）

第34条 ［略］

２～７ ［略］

８ 発注者は、受注者が第６項に規定する期間内に超過額を返還し

なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経

過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ

、年 2．9パーセントの割合（この場合における年当たりの割合は

、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。
じゅん

）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第45条 ［略］

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相応する請

負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 2．9パーセン

トの割合（この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む
じゅん

期間についても、 365日当たりの割合とする。）で計算した額と

する。

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第32条第２項（第38条に

おいて準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅

れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に

応じ、年 2．9パーセントの割合（この場合における年当たりの割

合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とす
じゅん

る。）で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することが

できる。

（談合その他不正行為による発注者の解除権）

第46条の２ 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、この契約を解除することができる。

（１） この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止法」

という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者で

ある事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したこ

とにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条

の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含

（前金払）

第34条 ［略］

２～７ ［略］

８ 発注者は、受注者が第６項に規定する期間内に超過額を返還し

なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経

過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ

、年 3．0パーセントの割合（この場合における年当たりの割合は

、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。
じゅん

）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第45条 ［略］

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相応する請

負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年 3．0パーセン

トの割合（この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む
じゅん

期間についても、 365日当たりの割合とする。）で計算した額と

する。

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第32条第２項（第38条に

おいて準用する場合を含む。）の規定による請負代金の支払が遅

れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に

応じ、年 3．0パーセントの割合（この場合における年当たりの割

合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合とす
じゅん

る。）で計算した額の遅延利息の支払を発注者に請求することが

できる。

（談合その他不正行為による発注者の解除権）

第46条の２ 発注者は、受注者がこの契約に関して、次の各号のい

ずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。

（１） 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第

54号。以下「独占禁止法」という。）第49条第１項に規定する

排除措置命令又は第50条第１項に規定する納付命令を行い、当

該排除措置命令又は当該納付命令が確定したとき。
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む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」と

いう。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該

納付命令が独占禁止法第51条第２項の規定により取り消された

場合を含む。以下この条において同じ。）。

（２） 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定

に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構

成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対

して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものを

いい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対

する命令全てが確定した場合における当該命令をいう。次号に

おいて同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条

又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活

動があったとされたとき。

（３） 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者

等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為

があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取

引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これ

らの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し

納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令におけ

る課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり

、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。

（４） この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は

使用人を含む。）の刑法（明治40年法律第45号）第96条の６若

しくは第 198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第

１項第１号の規定による刑が確定したとき。

２ ［略］

（解除に伴う措置）

第49条 ［略］

２ ［略］

３ 第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合

を含む。）の規定による前払金があったときは、当該前払金の額

（第37条及び第41条の規定による部分払をしているときは、その

部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合におい

て、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解

除が第46条又は第46条の２の規定によるときにあっては、その余

剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年 2．9パ

ーセントの割合（この場合における年当たりの割合は、閏年の日
じゅん

を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。）で計算し

た額の利息を付した額を、解除が前２条の規定によるときにあっ

ては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。

４～８ ［略］

（賠償金等の徴収）

第51条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発

注者の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払

わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支

払の日まで年 2．9パーセントの割合（この場合における年当たり

の割合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合
じゅん

とする。以下この条において同じ。）で計算した利息を付した額

と発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があると

きは追徴する。

２ 前項の規定により追徴する場合には、発注者は、受注者から遅

延日数につき年 2．9パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴

（２） 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして独占

禁止法第66条に規定する審決（同条第３項の規定による原処分

の全部を取り消す審決を除く。）を行い、当該審決が確定した

とき（独占禁止法第77条の規定によりこの審決の取消しの訴え

が提起されたときを除く。）。

（３） 受注者が、公正取引委員会が受注者に違反行為があったと

して行った審決に対し、独占禁止法第77条の規定により審決の

取消しの訴えを提起し、その訴えについて請求棄却又は訴え却

下の判決が確定したとき。

（４） 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又はそ

の使用人を含む。）が刑法（明治40年法律第45号）第96条の６

若しくは第 198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条

第１項第１号の規定による刑が確定したとき。

２ ［略］

（解除に伴う措置）

第49条 ［略］

２ ［略］

３ 第１項の場合において、第34条（第40条において準用する場合

を含む。）の規定による前払金があったときは、当該前払金の額

（第37条及び第41条の規定による部分払をしているときは、その

部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合におい

て、受領済みの前払金額になお余剰があるときは、受注者は、解

除が第46条又は第46条の２の規定によるときにあっては、その余

剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ年 3．0パ

ーセントの割合（この場合における年当たりの割合は、閏年の日
じゅん

を含む期間についても、 365日当たりの割合とする。）で計算し

た額の利息を付した額を、解除が前２条の規定によるときにあっ

ては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。

４～８ ［略］

（賠償金等の徴収）

第51条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金を発

注者の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払

わない額に発注者の指定する期間を経過した日から請負代金額支

払の日まで年 3．0パーセントの割合（この場合における年当たり

の割合は、閏年の日を含む期間についても、 365日当たりの割合
じゅん

とする。以下この条において同じ。）で計算した利息を付した額

と発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があると

きは追徴する。

２ 前項の規定により追徴する場合には、発注者は、受注者から遅

延日数につき年 3．0パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴
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収する。収する。

附 則

この告示は、平成26年４月１日から施行する。

宮崎県告示第 220号

道路法（昭和27年法律第 180号）第７条の規定により、県道の路

線を次のように認定する。

その関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで宮

崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 221号

道路法（昭和27年法律第 180号）第10条第１項の規定により、次

の県道の路線を廃止する。

その関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで宮

崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 222号

重要な経過地

起 点

路 線 名

整理

番号 終 点

延岡市北方町板上

板上曽木線215

延岡市北方町曽木

重要な経過地

起 点

路 線 名

整理

番号 終 点

延岡市北方町板上

字大保下大保下曽木停車

場線
215

曽木停車場

曽木停車場

曽木停車場線218
一般国道218号交

点

西延岡停車場

西延岡停車場線221
一般国道 218号交

点

延岡市須美江町

日豊海岸北川線240

延岡市北川町長井

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり決定する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 223号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 224号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

17429．

6

3．7～

41．3

延岡市北方

町板上字大

保下戌 860

番３地先か

ら同市同町

曽木字黒仁

田子2027番

24地先まで

板上曽

木線

県道215

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

2177．515．2～

78．7

旧延岡市祖園

町二丁目１

番１地先か

ら同市共栄

町１番１地

先まで

稲葉崎

平原線

県道16

4989．67．8～

55．4

4989．616．4～

55．4

新



宮 崎 県 公 報平成 26年 ３ 月 31日（月曜日） 第 2577号

害 8害

宮崎県告示第 225号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 226号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 227号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 228号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成26年３月31日から平成26年４月14日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

224．010．0～

33．8

旧東諸県郡国

富町大字宮

王丸字城ノ

下 147番１

地先から同

郡同町同大

字字北村 4

21番４地先

まで

宮崎須

木線

県道26

234．219．9～

35．7

234．219．9～

35．7

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

311．84．2～

19．0

旧東諸県郡綾

町大字南俣

字五ケ所40

90番１地先

から同郡同

町同大字字

本宮4296番

３地先まで

田の平

綾線

県道357

311．85．3～

21．3

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成26年３月31日東諸県郡国

富町大字本

庄字太田原

宮崎須

木線

県道26

926番１地

先から同郡

同町大字宮

王丸字高添

363番１地

先まで

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成26年３月31日延岡市北方

町板上字大

保下戌 860

番３地先か

ら同市同町

曽木字黒仁

田子2027番

24地先まで

板上曽

木線

県道215

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成26年３月31日東諸県郡綾

町大字南俣

字五ケ所40

90番１地先

から同郡同

町同大字字

本宮4296番

３地先まで

田の平

綾線

県道357

訓訓 令令

宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令をここに公表する。
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平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

訓令第４号

本 庁

各出先機関

宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程の一部を改正する訓令

宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程（平成元年訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

様式第79号（その１）

［略］

様式第79号（その２）

［略］

様式第79号（その１）

［略］

様式第79号（その２）

［略］

［略］

上記金額に 100分の 105を乗じて得た金額をもって納入し

たいので、設計書、仕様書及び契約条項（請書条項）、宮崎

県財務規則並びに指示事項を承知して入札いたします。

［略］

［略］

上記金額に 100分の 108を乗じて得た金額をもって納入し

たいので、設計書、仕様書及び契約条項（請書条項）、宮崎

県財務規則並びに指示事項を承知して入札いたします。

［略］

［略］

上記金額に 100分の 105を乗じて得た金額をもって請負し

たいので、設計書、仕様書及び宮崎県工事請負契約約款、宮

崎県財務規則並びに指示事項を承知して入札いたします。

［略］

［略］

上記金額に 100分の 108を乗じて得た金額をもって請負し

たいので、設計書、仕様書及び宮崎県工事請負契約約款、宮

崎県財務規則並びに指示事項を承知して入札いたします。

［略］

別記様式第 130号を次のように改める。
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附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成26年４月１日から施行する。ただし、別記様式第 130号の改正規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の際現に存するこの訓令による改正前の宮崎県財務規則に規定する帳簿及び書類の様式を定める規程に定める様式によ

る用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。

公公 告告

宮崎県税条例施行規則（昭和39年宮崎県規則第３号）第76条第１

項の規定により次の軽油引取税に係る免税証を紛失した旨の届出が

あったので、当該免税証は無効とする。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 免税証の種類

200渥券１枚

２ 用途

農業等

３ 記号及び番号

200渥券Ｈ 2304153

４ 有効期間

平成25年12月５日から平成26年３月４日まで

５ 免税証に記載した販売店の名称

有限会社酒井石油店

６ 紛失年月日

平成26年３月12日

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「法」という

。）第８条第２項の規定により、意見書の提出があったので、当該

意見を記載した書面を次のとおり縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 大規模小売店舗の名称及び所在地

（仮称）ドラッグコスモス神殿店

西臼杵郡高千穂町大字三田井字神殿1270番２ 外

２ 意見の対象となった届出、届出事項及び届出年月日

法第５条第１項の規定による届出

大規模小売店舗の新設

平成25年12月27日

３ 意見の概要

茨 意見書を提出した者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ

っては代表者の氏名

高千穂町商工会 会長 興梠亘

西臼杵郡高千穂町大字三田井1099－１

芋 意見の内容又は趣旨

① 建設地近辺には、県を代表する観光地、旧跡があり、多く

の観光客が訪れることから、店舗出入口付近で交通渋滞が予

想されるので、交通誘導員を配置するようお願いしたい。

② 建設地は閑静な住宅地にあり、町道を挟み高千穂神社の鎮

守の杜があることから、夜が更けてからの光源や自動車騒音

は相応しくないので、営業時間を20時までとするようにお願

いしたい。

③ 現在の建物の配置、面積等の計画は隣接道路高まで埋め上

げられることとなっており、周辺住宅及び旅館の日照及び眺

望が遮られてしまうので、埋め立てずに現在のレベルのまま

建設し、日照及び眺望を確保するような建物の配置をお願い

したい。

④ 高千穂神社と鎮守の杜が周囲の山々とマッチし「神話の里

高千穂」の風景を醸し出しているなかで、従来のドラッグコ

スモスの建物がこれに隣接して建設されると古来より人々が

大切に守ってきた景観及び神話の里のイメージが失われてし

まうので、従来のドラッグコスモスの外観のイメージを一新

し、専門家の意見を参考に、看板類を極力小さく、屋根組・

外壁、色調などを神話の里に相応しいデザインとし、高千穂

神社の文化的・歴史的な価値と融合した建物を建築するよう

お願いしたい。

４ 意見を記載した書面の縦覧場所及び期間

茨 場所

宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課

、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城

県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務

事務所総務商工センター

芋 期間

平成26年３月31日から平成26年４月30日まで

国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により

、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 地籍調査を行った者の名称

宮崎市

２ 地籍調査を行った期間

平成22年10月１日から平成25年３月４日

３ 地籍調査を行った地域

宮崎市清武町加納の一部

４ 認証年月日

平成26年３月17日

国土調査法（昭和26年法律第 180号）第19条第２項の規定により

、次のとおり地籍調査に係る地図及び簿冊を認証した。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 地籍調査を行った者の名称

えびの市

２ 地籍調査を行った期間

平成22年10月１日から平成25年３月22日

３ 地籍調査を行った地域

えびの市大字上江、原田の各一部

４ 認証年月日

平成26年３月17日

都市計画法（昭和43年法律第 100号）第21条第２項において準用
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する同法第20条第１項の規定により、都市計画の図書の写しが送付

されたので、次のとおり公衆の縦覧に供する。

平成26年３月31日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 都市計画を定める者の名称

川南町

２ 都市計画の種類及び名称

川南都市計画下水道

川南公共下水道

３ 縦覧場所

宮崎県県土整備部都市計画課

宮崎県高鍋土木事務所

病院局企業管理規病院局企業管理規程程

病院事業職員被服貸与規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第２号

病院事業職員被服貸与規程の一部を改正する企業管理規程

病院事業職員被服貸与規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表（第２条関係）別表（第２条関係）

貸与期

間

数量貸与品の種類貸与する職員の範囲

職員勤務箇所

［略］県立宮崎病

院、県立延

岡病院及び

県立日南病

院

［略］診療放射線技師

臨床検査技師

衛生検査技師

臨床工学技士

理学療法士

作業療法士

［略］

貸与期

間

数量貸与品の種類貸与する職員の範囲

職員勤務箇所

［略］県立宮崎病

院、県立延

岡病院及び

県立日南病

院

［略］診療放射線技師

臨床検査技師

衛生検査技師

臨床工学技士

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

［略］

附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

病院局事務の決裁及び委任に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第３号

病院局事務の決裁及び委任に関する規程の一部を改正する企業管理規程

病院局事務の決裁及び委任に関する規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（代決）

第９条 管理者の決裁すべき事項について管理者が不在のとき、又

は次長、課長若しくは病院長の専決すべき事務について、次長、

課長若しくは病院長が不在のときは、別表第４の第１欄及び第２

欄に掲げる区分に応じ、同表の第３欄及び第４欄に掲げる順序に

より、当該各欄に掲げる者がその事務を代決することができる。

別表第４（第９条関係）

（代決）

第９条 管理者の決裁すべき事項について管理者が不在のとき、又

は次長、課長、病院長、事務局長、看護部長若しくは事務次長の

専決すべき事務について、次長、課長、病院長、事務局長、看護

部長若しくは事務次長が不在のときは、別表第４の第１欄及び第

２欄に掲げる区分に応じ、同表の第３欄及び第４欄に掲げる順序

により、当該各欄に掲げる者がその事務を代決することができる

。

別表第４（第９条関係）

第二代決者第一代決者

決裁権者

又は専決

権者

組織

［略］

第二代決者第一代決者

決裁権者

又は専決

権者

組織

［略］
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［略］県立宮崎病院

、県立延岡病

院及び県立日

南病院

［略］県立宮崎病院

、県立延岡病

院及び県立日

南病院

事務次長事務局長

副看護部長（当

該病院の副看護

部長が担当する

事務に限る。）

看護部長

主務課長（当該

病院の主務課長

が担当する事務

に限る。）

事務次長

附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

病院局財務規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第４号

病院局財務規程の一部を改正する企業管理規程

病院局財務規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第15号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（履行遅滞）

第90条 ［略］

２ 前項本文の規定により徴収する損害金の額は、未済部分の契約

代金の額に対し、遅延日数に応じ、年 3．0パーセントの割合（こ

の場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間について
じゅん

も、 365日当たりの割合とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（履行期限延長の手続等）

第 180条 ［略］

２～３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 3．0パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日
じゅん

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

様式第56号

入 札 書 （ 一 般 ）

上記金額に 100分の 105を乗じて得た金額をもって納入したいの

で、設計書、仕様書及び契約条項（請書条項）、宮崎県病院局財務

規程並びに指示事項を承知して入札いたします。

年 月 日

（履行遅滞）

第90条 ［略］

２ 前項本文の規定により徴収する損害金の額は、未済部分の契約

代金の額に対し、遅延日数に応じ、年 2．9パーセントの割合（こ

の場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間について
じゅん

も、 365日当たりの割合とする。）で計算した額とする。

３ ［略］

（履行期限延長の手続等）

第 180条 ［略］

２～３ ［略］

４ 第２項本文の延納利息の率は、年 2．9パーセント（この場合に

おける年当たりの率は、閏年の日を含む期間についても、 365日
じゅん

当たりの率とする。）とする。ただし、種々の事情を参酌してそ

の率によることが著しく不適当である場合は、この率を下る率に

よることができる。

５ ［略］

様式第56号

入 札 書 （ 一 般 ）

上記金額に 100分の 108を乗じて得た金額をもって納入したいの

で、設計書、仕様書及び契約条項（請書条項）、病院局財務規程並

びに指示事項を承知して入札いたします。

年 月 日

円入 札 金 額

入札の目的

引渡の場所

年 月 日引渡の期限

引渡の方法

入札保証金額

内 容

備 考金 額単 価数 量規 格品 名

円円

［略］

円入 札 金 額

入札の目的

引渡の場所

年 月 日引渡の期限

引渡の方法

入札保証金額

内 容

備 考金 額単 価数 量規 格品 名

円円

［略］
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入札者 住 所

氏 名 魁

殿

様式第57号

入 札 書 （ 工 事 ）

上記金額に 100分の 105を乗じて得た金額をもって納入したいの

で、設計書、仕様書及び宮崎県工事請負契約約款、宮崎県病院局財

務規程並びに指示事項を承知して入札いたします。

年 月 日

住 所

入札者

氏 名 魁

殿

［略］

入札者 住 所

氏 名 魁

殿

様式第57号

入 札 書 （ 工 事 ）

上記金額に 100分の 108を乗じて得た金額をもって納入したいの

で、設計書、仕様書及び宮崎県工事請負契約約款、病院局財務規程

並びに指示事項を承知して入札いたします。

年 月 日

住 所

入札者

氏 名 魁

殿

［略］

円入 札 金 額

工事の目的

工事の場所

着工 年 月 日

完成 年 月 日

工 期

円入札保証金額

円入 札 金 額

工事の目的

工事の場所

着工 年 月 日

完成 年 月 日

工 期

円入札保証金額

附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

病院局組織規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第５号

病院局組織規程の一部を改正する企業管理規程

病院局組織規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（病院の内部組織）

第５条 次の表の第１欄に掲げる病院に、同表の第２欄に掲げる部

又はセンター（以下「部等」という。）を置き、部等に同表の第

３欄に掲げる課又は科を置く。

（参事等）

第８条 前条に規定する職のほか、本庁に、必要に応じ、次の表の

左欄に掲げる職を置き、その職務は、同表の右欄に定めるとおり

とする。

（病院の内部組織）

第５条 次の表の第１欄に掲げる病院に、同表の第２欄に掲げる部

又はセンター（以下「部等」という。）を置き、部等に同表の第

３欄に掲げる課又は科を置く。

（県立病院整備対策監）

第７条の２ 前条に規定する職のほか、本庁に、次の表の左欄に掲

げる職を置き、その職務は、同表の右欄に定めるとおりとする。

（参事等）

第８条 前２条に規定する職のほか、本庁に、必要に応じ、次の表

の左欄に掲げる職を置き、その職務は、同表の右欄に定めるとお

りとする。

課又は科部等病院

［略］

［略］県立日南病院

医療連携科 医療安全管理科医療管理部

［略］

課又は科部等病院

［略］

［略］県立日南病院

医療連携科 医療安全管理科

地域医療科

医療管理部

［略］

職務職

上司の命を受けて、県立病院整備の総合調整

に関する事務を掌理する。

県立病院整備

対策監

職務職

［略］

職務職

［略］
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附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

病院事業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第６号

病院事業職員の給与に関する規程の一部を改正する企業管理規程

病院事業職員の給与に関する規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第６（第７条、第12条関係）別表第６（第７条、第12条関係）

管理職手当額級種別職組織

［略］本庁

68，200円６級３種副参事

［略］県立宮崎病院

、県立延岡病

院及び県立日

南病院

管理職手当額級種別職組織

［略］本庁

68，200円６級３種県立病院整備対

策監

副参事

［略］県立宮崎病院

、県立延岡病

院及び県立日

南病院

附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

県立病院料金等規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。

平成26年３月31日

宮崎県病院局長 渡 邊 亮 一

宮崎県病院局企業管理規程第７号

県立病院料金等規程の一部を改正する企業管理規程

県立病院料金等規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第12号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表（第３条関係）別表（第３条関係）

備考金 額単 位区 分

［略］１人１日

につき

特別室Ａ（個室

）

１ 病室

使用料

［略］

12，600円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｂ（同）

［略］

11，938円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｃ（同）

［略］

11，550円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｄ（同）

［略］

備考金 額単 位区 分

［略］１人１日

につき

特別室Ａ（個室

）

１ 病室

使用料

［略］

12，960円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｂ（同）

［略］

12，279円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｃ（同）

［略］

11，880円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｄ（同）

［略］
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5，880円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｅ（同）

［略］

5，250円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｆ（同）

［略］

3，580円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｇ（同）

［略］

2，982円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｈ（２人

室）

［略］

1，365円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｉ（同）

［略］

955円その他

の者

［略］１件につ

き

県立宮崎病院及

び県立日南病院

２ 非紹

介患者

初診加

算料

［略］

1，575円その他

の初診

１件につ

き

県立延岡病院

［略］

2，625円その他

の初診

［略］

［略］3，150円１通につ

き

死亡診断書４ 文書

作成手

数料 2，100円同病歴書

3，395円同死体検案書

3，395円同障害診断書

4，200円同裁判関係診断書

4，200円同生命保険又は恩

給診断書

2，100円同海外移住関係診

断書

4，200円同交通事故診断書

3，395円同特定疾患診断書

2，100円同その他の診断書

3，395円同自動車損害賠償

責任保険治療費

明細書

6，048円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｅ（同）

［略］

5，400円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｆ（同）

［略］

3，682円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｇ（同）

［略］

3，067円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｈ（２人

室）

［略］

1，404円その他

の者

１人１日

につき

特別室Ｉ（同）

［略］

982円その他

の者

［略］１件につ

き

県立宮崎病院及

び県立日南病院

２ 非紹

介患者

初診加

算料

［略］

1，620円その他

の初診

１件につ

き

県立延岡病院

［略］

2，700円その他

の初診

［略］

［略］3，240円１通につ

き

死亡診断書４ 文書

作成手

数料 2，160円同病歴書

3，492円同死体検案書

3，492円同障害診断書

4，320円同裁判関係診断書

4，320円同生命保険又は恩

給診断書

2，160円同海外移住関係診

断書

4，320円同交通事故診断書

3，492円同特定疾患診断書

2，160円同その他の診断書

3，492円同自動車損害賠償

責任保険治療費

明細書
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2，100円同出生証明書

3，395円同意見書

4，200円同症状調査書

1，135円同その他の証明書

5，500円１回につ

き

県立宮崎病院５ ポリ

オワク

チン予

防接種

手数料

100円１回につ

き

６ 診察

券再発

行手数

料

700円１件につ

き

半切７ エッ

クス線

フィル

ム複写

手数料

580円同大切

450円同大四切

350円同四切

230円同六切

525円同ＣＤ－Ｒ

1，050円同ＤＶＤ－Ｒ

10，500円

１件につ

き

子宮内

に精子

を注入

する場

合

人工授精県

立

宮

崎

病

院

８ 不妊

症治療

料

10，500円

20，500円

１件につ

き

子宮内

に精子

を注入

する場

合

子宮外

に精子

を注入

する場

合

人工授精県

立

延

岡

病

院

121，400円

10，400円

15，100円

１件につ

き

採卵・

体外受

精料

胚移植
はい

料

受精卵

凍結管

理料

体外受精及

び胚移植
はい

63，000円１件につ

き

配偶子卵管

内移植法

［略］

570円１日につき10 乳児

2，160円同出生証明書

3，492円同意見書

4，320円同症状調査書

1，167円同その他の証明書

5，658円１回につ

き

県立宮崎病院５ ポリ

オワク

チン予

防接種

手数料

103円１回につ

き

６ 診察

券再発

行手数

料

720円１件につ

き

半切７ エッ

クス線

フィル

ム複写

手数料

597円同大切

463円同大四切

360円同四切

237円同六切

540円同ＣＤ－Ｒ

1，080円同ＤＶＤ－Ｒ

10，800円

１件につ

き

子宮内

に精子

を注入

する場

合

人工授精県

立

宮

崎

病

院

８ 不妊

症治療

料

10，800円

21，085円

１件につ

き

子宮内

に精子

を注入

する場

合

子宮外

に精子

を注入

する場

合

人工授精県

立

延

岡

病

院

124，869円

10，697円

15，531円

１件につ

き

採卵・

体外受

精料

胚移植
はい

料

受精卵

凍結管

理料

体外受精及

び胚移植
はい

64，800円１件につ

き

配偶子卵管

内移植法

［略］

586円１日につき10 乳児
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介補料

630円１日につき11 慢性

維持透

析患者

食事料

保険外併用

療養費に係

る厚生労働

大臣が定め

る医薬品等

（平成18年

厚生労働省

告示第 498

号）第10号

に規定する

通算対象入

院料の基本

点数に 100

分の15を乗

じた点数に

10円を乗じ

て得た額に

100分の 1

05を乗じて

得た額（そ

の額に１円

未満の端数

があるとき

は、これを

切り捨てた

額）

１日につき12 入院

期間が

180日

を超え

た日以

後の入

院加算

料

［略］

10，500円１件につき14 セカ

ンドオ

ピニオ

ン料

［略］１件につき15 その

他の料

金

介補料

648円１日につき11 慢性

維持透

析患者

食事料

保険外併用

療養費に係

る厚生労働

大臣が定め

る医薬品等

（平成18年

厚生労働省

告示第 498

号）第10号

に規定する

通算対象入

院料の基本

点数に 100

分の15を乗

じた点数に

10円を乗じ

て得た額に

100分の 1

08を乗じて

得た額（そ

の額に１円

未満の端数

があるとき

は、これを

切り捨てた

額）

１日につき12 入院

期間が

180日

を超え

た日以

後の入

院加算

料

［略］

10，800円１件につき14 セカ

ンドオ

ピニオ

ン料

4，320円１回につき15 生命

保険等

に係る

医師面

談料

［略］１件につき16 その

他の料

金

附 則

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

人事委員会規人事委員会規則則

職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第８号
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職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則

職員の管理職手当に関する規則（昭和30年宮崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第１（第２条関係）別表第１（第２条関係）

区 分種 別職組 織

［略］知事

［略］看護大学

［略］学部長

学生部長

研究科長

附属図書館長

［略］身体障害者相談

センター

［略］こども療育セン

ター ［略］

［略］

［略］水産試験場

［略］分場長

［略］

［略］

区 分種 別職組 織

［略］知事

［略］看護大学

［略］学部長

学生部長

研究科長

附属図書館長

看護研究・研修

センター長

［略］身体障害者相談

センター

［略］こども療育セン

ター ［略］

［略］

［略］水産試験場

［略］支場長

［略］

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第９号

給料表の適用範囲に関する規則の一部を改正する規則

給料表の適用範囲に関する規則（昭和32年宮崎県人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（教育職給料表（一）の適用範囲）

第１条 教育職給料表（一）は、大学に勤務する学長、学部長、学生

部長、研究科長、附属図書館長、看護研究・研修センター長、教

授、准教授、助教、講師及び助手に適用する。

（教育職給料表（一）の適用範囲）

第１条 教育職給料表（一）は、大学に勤務する学長、学部長、学生

部長、研究科長、附属図書館長、教授、准教授、助教、講師及び

助手に適用する。

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第10号

期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則

期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和41年宮崎県人事委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表第１（第５条の３関係）別表第１（第５条の３関係）

加 算 割 合職
給料

表

組織

区分

［略］知事

加 算 割 合職
給料

表

組織

区分

［略］知事



宮 崎 県 公 報平成 26年 ３ 月 31日（月曜日） 第 2577号

害 20害

［略］出先

機関

教育

職（

一）

部局

［略］学部長、学生部長、研

究科長、附属図書館長

、教授

［略］

［略］所長、支場長、分場長

、室長、部長、研究企

画主幹、特別研究員、

専門主幹

出先

機関

研究

職

［略］

［略］

［略］

［略］出先

機関

教育

職（

一）

部局

［略］学部長、学生部長、研

究科長、附属図書館長

、看護研究・研修セン

ター長、教授

［略］

［略］所長、支場長、室長、

部長、研究企画主幹、

特別研究員、専門主幹

出先

機関

研究

職

［略］

［略］

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

へき地手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第11号

へき地手当等に関する規則の一部を改正する規則

へき地手当等に関する規則（昭和46年宮崎県人事委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（へき地学校及びへき地学校に準ずる学校）

第２条 給与条例第４条の２第２項に規定するへき地学校及びへき

地学校に準ずる学校は、小学校若しくは中学校又は学校給食法（

昭和29年法律第 160号）第６条に規定する共同調理場（以下「学

校等」という。）のうち、別表第１に掲げるものとする。

別表第１（第２条関係）

（へき地学校及びへき地学校に準ずる学校）

第２条 給与条例第４条の２第２項に規定するへき地学校及びへき

地学校に準ずる学校は、小学校若しくは中学校又は学校給食法（

昭和29年法律第 160号）第５条の２に規定する共同調理場（以下

「学校等」という。）のうち、別表第１に掲げるものとする。

別表第１（第２条関係）

級 別

区 分
学 校 等 名町村名市郡名

学校等

区 分

［略］小学校

［略

］

島野浦小学校

美々地小学校

三椪小学校

三川内小学校

大納小学校

村所小学校

荒谷小学校

七ッ山小学校

椎葉小学校

松尾小学校

南郷小学校

鞍岡小学校

上組小学校

西米良

村

諸塚村

同

椎葉村

同

美郷町

五ヶ瀬

町

同

延岡市

同

同

同

串間市

児湯郡

東臼杵

郡

同

同

同

同

西臼杵

郡

同

［略

］

吉之元小学校

御池小学校

城小学校

美々津小学校田の原分校

都城市

同

延岡市

日向市

級 別

区 分
学 校 等 名町村名市郡名

学校等

区 分

［略］小学校

［略

］

島野浦小学校

三川内小学校

大納小学校

村所小学校

荒谷小学校

七ッ山小学校

椎葉小学校

松尾小学校

南郷小学校

鞍岡小学校

上組小学校

西米良

村

諸塚村

同

椎葉村

同

美郷町

五ヶ瀬

町

同

延岡市

同

串間市

児湯郡

東臼杵

郡

同

同

同

同

西臼杵

郡

同

［略

］

吉之元小学校

御池小学校

美々津小学校田の原分校

都城市

同

日向市
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坪谷小学校

笠祇小学校

諸塚小学校

北郷小学校

黒木小学校

田原小学校

岩戸小学校

三ヶ所小学校

坂本小学校

諸塚村

美郷町

同

高千穂

町

同

五ヶ瀬

町

同

同

串間市

東臼杵

郡

同

同

西臼杵

郡

同

同

同

［略］

中学校

２級地島野浦中学校

三川内中学校

銀鏡中学校

西米良中学校

諸塚中学校

椎葉中学校

南郷中学校

鞍岡中学校

西米良

村

諸塚村

椎葉村

美郷町

五ヶ瀬

町

延岡市

同

西都市

児湯郡

東臼杵

郡

同

同

西臼杵

郡

［略］

［略］

坪谷小学校

笠祇小学校

諸塚小学校

北郷小学校

黒木小学校

田原小学校

岩戸小学校

三ヶ所小学校

坂本小学校

諸塚村

美郷町

同

高千穂

町

同

五ヶ瀬

町

同

同

串間市

東臼杵

郡

同

同

西臼杵

郡

同

同

同

［略］

３級地銀鏡中学校西都市中学校

２級地島野浦中学校

三川内中学校

西米良中学校

諸塚中学校

椎葉中学校

南郷中学校

鞍岡中学校

西米良

村

諸塚村

椎葉村

美郷町

五ヶ瀬

町

延岡市

同

児湯郡

東臼杵

郡

同

同

西臼杵

郡

［略］

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。ただし、別表第１中学校の項の改正規定は、平成25年８月８日から適用する。

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

宮崎県人事委員会規則第12号

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年宮崎県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

別表別表

職機 関

［略］

［略］本庁知事部局

（会計管

理局を含

む。）

［略］［略］出先

機関 学長 学部長 学生部長

研究科長 附属図書館

長 事務局長 総務課長

看護大学

［略］［略］

場長 副場長 管理課長

分場長

水産試験場

［略］［略］

［略］

職機 関

［略］

［略］本庁知事部局

（会計管

理局を含

む。）

［略］［略］出先

機関 学長 学部長 学生部長

研究科長 附属図書館

長 看護研究・研修セン

ター長 事務局長 総務

課長

看護大学

［略］［略］

場長 副場長 管理課長

支場長

水産試験場

［略］［略］

［略］
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備考

［略］

備考

［略］

附 則

この規則は、平成26年４月１日から施行する。

人事委員会告人事委員会告示示

宮崎県人事委員会告示第１号

労働基準法別表第１による県の各事務（業）所の区分（平成11年宮崎県人事委員会告示第２号）の一部を次のように改正し、平成26年４

月１日から施行する。

平成26年３月31日

宮崎県人事委員会委員長 村 社 秀 継

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

事務（業）所号別

［略］

［略］

水産試験場分場

［略］

教育、研究又は調査の事業12

［略］

事務（業）所号別

［略］

［略］

水産試験場支場

［略］

教育、研究又は調査の事業12

［略］
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